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　大阪大学薬学部は、４年制の薬科学科
と６年制の薬学科を統合して一本化す
る。二つの学科を発展的に融合させ、薬
学基礎研究力と創薬基盤技術力、臨床力
を備えた「研究型高度薬剤師」を養成す
ることが目的。研究ができる薬剤師の輩
出を目指す。６年制への一本化は2019
年度の入試から適用し、募集人数は80
人で変更しない。これに伴い、４年制の
薬科学科は年次進行で廃止する。
　阪大薬学部では、「新６年制」の移行
に伴い、「Pharm.D」（定員20人）、「薬学
研究」（55人）、「先進研究」（0 ～5人）
の３つのコースを設定する。いずれも全
員が薬剤師国家試験に合格することを前
提とし、Pharm.Dコースでは医療や臨床
を中心とした研究・教育を進め、薬学研

究コースは、より基礎や創薬研究を目指
す学生の教育に注力する。カリキュラム
を工夫し、薬学基礎研究、創薬研究にで
きるだけ長く、連続した時間を割けるよ
うにする。
　先進研究コースでは、豊富な臨床力に
加え、総合的な視野でグローバルに活躍
できる研究能力を持った薬剤師の養成を
目指す。10年一貫教育とし、A O ／推薦
入試で定員は５人までに絞る。
　６年制一本化の背景には、「ファーマ
シスト・サイエンティスト（研究能力を
持つ薬剤師）」の減少がある。公立大学
では、今年度から岐阜薬科大学が６年制
に一本化する「新６年制」をスタートさ
せているが、国立大学では初めて。今後、
追随する動きが出てくるか注目だ。

阪大薬学部が６年制に一本化
「研究型高度薬剤師」養成へ

　昨年、国会
で 成 立 し た

「臨床研究法」
に基づく施行
規則案と省令
に定める実施
基準案が厚生
労働省の部会
で了承され、
４月の法施行
後の具体的な
運用に関する
事項が固まっ
た。臨床研究
の実施体制や
認定臨床研究
審査委員会の
要件、資金提
供に関する事
項などについ
て省令で規定
した。これを

受け、４月から臨床研究法が施
行される。
　昨年４月に臨床研究法が成立
したことを受け、厚労省の部会
で実際の運用に当たっての施行
規則とそれに規定する実施基準
等について検討が進められた。
今回、省令に定める臨床研究実
施基準では、基本理念に臨床研
究の対象者の生命、健康、人権
を尊重することを明記した。ま
た、臨床研究を実施する研究責
任医師の責務、研究計画書に記
載する事項、モニタリングや監
査など実施状況の確認、研究対
象者に対する補償、利益相反管

理などに関する事項を定めた。
　臨床研究法において、研究計
画を審査して臨床研究の実施の
可否を判断したり、疾病や実施
状況の報告を受けて意見を述べ
る重要な役割を果たすのが認定
臨床研究審査委員会。省令には
その要件を記載した。５人以上
の委員構成とし、医学・医療の
専門家、被験者保護と人権尊重
に理解のある生命倫理に関する
有識者、４人以上の事務局体制
を置くことなどを盛り込み、認
定委員会の設置者に対して年１
回以上委員に教育研修を受けさ
せることなども規定した。
　臨床研究に関する資金の提供
については、契約で定める事項
として、研究資金を提供する製
薬企業と子会社の「特殊関係
者」、実施医療機関の名称、研
究資金の支払い時期、特定臨床
研究の成果の取り扱い、利益相
反管理基準・管理計画の作成な
どを規定。「特殊関係者」に特
定臨床研究を実施する医療機
関、大学、一般社団法人、財団
法人、N P O法人などを明記し、
研究資金の管理を行う団体など
も公表を義務づける特殊関係者
とした。製薬企業が公表すべき
情報として、寄附金、原稿執筆
や講演の報酬などとし、事業年
度終了後１年以内に公表し、５
年間分を公表し続けることを規
定。特定臨床研究終了後２年以
内の支払いについても公表する
とした。
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   2018年度診療報酬改定の全
容が決まった。薬剤師の収入を
左右する調剤報酬では、地域支
援に貢献している薬局の体制を
評価するため新設する「地域支
援体制加算」に35点、医療機
関と連携して服用薬剤を減らし
た場合の「服用薬剤調整支援料」
を新設し、125点をつけた。「か
かりつけ薬剤師指導料」は算定
要件を厳格化し、70点から73
点に引き上げられた。一方で、
敷地内薬局は「特別調剤基本料」
を新設して10点と低い点数を
設定。調剤基本料は、特定の医

療機関からの処方箋受付回数、
集中率の要件を見直し、引き下
げ対象範囲を拡大するなど、チ
ェーン薬局の経営を直撃するに
厳しい内容となった。
　18年度改定では、薬局のさ
まざまな体制を評価する現行の

「基準調剤加算」を廃止し、「地
域支援体制加算」を新設。薬局
でこの加算を算定するために
は、地域医療に貢献する体制
があることを示す実績を求めて
いる。具体的な施設基準として
は、１年間の常勤薬剤師１人当
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チェーン薬局に厳しい改定
「地域支援」の評価新設
18年度診療報酬改定を答申
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